
自主点検表（R５ 京都府 ｖｅｒ1.1）                   【介護予防通所リハビリテーション】 

 

 

 

介護予防通所リハビリテーション 1 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

第１の１ 

 指定介護予防

サービスの事業

の一般原則 
 

□ 指定介護予防サービス事業者は，利用者の意思及び人格を尊重し

て，常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければなら

ない。 ◆平１８厚令３５第 3条第１項  

 

□ 指定介護予防サービス事業者は，指定介護予防サービスの事業を

運営するに当たっては，地域との結び付きを重視し，市町村，他の

介護予防サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービ

スを提供する者との連携に努めなければならない。◆平１８厚令３５第 3条第２項 

 

□ 指定介護予防サービス事業者は，利用者の人権の擁護，虐待の防

止等のため，必要な体制の整備を行うとともに，その従業者に対し，

研修を実施する等の措置を講じなければならない。（経過措置あり） 

◆平１８厚令３５第３条第 3項 

 

□ 利用者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため，責任者の設置その

他必要な体制の整備を行うとともに，その従業者に対する研修の実施

その他の必要な措置を講じるよう努めているか。 ◆平２４府条例２７第３ 

 

□ 指定介護予防サービス事業者は，指定居宅サービスを提供するに
当たっては，介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し，適切
かつ有効に行うよう努めなければならない。◆平１８厚令３５第３条第４項 

適 

・ 

否 

責任者等体制の有・無 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月３１日ま

では努力義務 

 

 

 

責任者等体制の有・無 

 

研修等実施の有・無 
 

第１の２ 

 基本方針 

＜法第１１５条の３第１項＞ 
  

□ その利用者が可能な限りその居宅において，自立した日常生活を
営むことができるよう，理学療法，作業療法その他必要なリハビリ
テーションを行うことにより，利用者の心身の機能の維持回復を図
り，もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとなって
いるか。◆平18厚令３５第１１６条 

適 

・ 

否 

 

第１の３ 
 暴力団の排除 

□ 管理者及び従業者（利用者の利益に重大な影響を及ぼす業務の全部

又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を有し，又は当該管

理者の権限を代行し得る地位にある者）は，暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員ではない

か。◆平２４府条例２７第４条 

□ 前項の事業所は，その運営について，暴排条例第２条第４号に規定

する暴力団員等の支配を受けていないか  ◆平２４府条例２７第４条 

適 

・ 

否 

 

第２ 人員に関 
 する基準 
＜法第１１５条の４第１項＞ 

※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第２の全てを，介護予防
通所リハビリテーション事業に準用する。 

  ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリ
テーション」と，「介護予防通所リハビリテーション」は「通所リ
ハビリテーション」と，「居宅サービス等基準第111条」を「介護予
防サービス等基準第117条」と読み替える。 
◆平18厚令３５第１１７条，平11老企２５第４の一 

適 

・ 

否 

 

第３ 設備に関 
 する基準 
＜法第１１５条の４第２項＞ 

※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第３の全てを，介護予防
通所リハビリテーション事業に準用する。 

  ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリ
テーション」と，「介護予防通所リハビリテーション」は「通所リ
ハビリテーション」と，「居宅サービス等基準第112条」を「介護予
防サービス等基準第118条」と読み替える。 

 ◆平18厚令３５第１１８条，◆平11老企２５第４の一 

適 

・ 

否 

 

第４ 運営に関 
 する基準 
＜法第１１５条の４第２項＞ 

※ 以下の項目を除く項目で，通所リハビリテーション事業の主眼事
項第４「運営に関する基準」のうち，１から７，９から11，13及び1
7から19，21から35は，介護予防通所リハビリテーション事業に準用
する。 

    ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリ
テーション」と，「居宅介護支援」は「介護予防支援」と，「要介
護認定」は「要支援認定」と，「居宅サービス計画」は「介護予防
サービス計画」と，「要介護状態の程度を増進させたと認められる
とき」は「要支援状態の程度を増進させたと認められるとき又は要
介護状態になったと認められるとき」と読み替える。 

適 

・ 

否 

運営規程・重説でのキ
ャンセル料記載に注意
（介護予防では月あた
りの定額報酬のため，
基本的にキャンセル料
の発生は想定しがた
い。よって，その旨に
留意した表記となって
いるか） 
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介護予防通所リハビリテーション 2 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

１ 介護予防サ 
 ービス費の支 
 給を受けるた 
 めの援助 

□ サービスの提供の開始に際し，利用申込者が施行規則第83条の９
各号のいずれにも該当しないときは，当該利用申込者又はその家族
に対し，介護予防サービス計画の作成を介護予防支援事業者に依頼
する旨を市町村に対して届け出ること等により，介護予防サービス
費の支給を受けることができる旨を説明するとともに，介護予防支
援事業者に関する情報を提供することその他の介護予防サービス費
の支給を受けるために必要な援助を行っているか。 
◆平18厚令３５第４９条の９準用 

適 

・ 

否 

事例あるか 
あれば対応内容 

２ 利用料等 1 
 の受領 
 
 
 
              2 
 
 
 
 
 

3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              4 
 
 
              5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             6 

 
 
              7 

□ 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には，その
利用者から利用料の一部として，当該サービスに係る介護予防サー
ビス費用基準額から当該事業者に支払われる介護予防サービス費の
額を控除して得た額の支払を受けているか。◆平18厚令３５第１１８条の２第１項 

 
□ 法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際にその

利用者から支払を受ける利用料の額と，サービスに係る介護予防サ
ービス費用基準額との間に不合理な差額が生じていないか。 

 ◆平18厚令３５第１１８条の２第２項 
 ◎ 一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けて

はならない。◆平11老企２５第３の一３(10)②準用 
□ 1，2の支払を受ける額のほか，利用者から受けることができる以下

の費用の額以外の額の支払を受けていないか。◆平18厚令３５第１１８条の２第３項 
  ア 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住す

る利用者に対して行う送迎に要する費用 
  イ 食事の提供に要する費用 
  ウ おむつ代 
  エ ア～ウに掲げるもののほか，介護予防通所リハビリテーション

の提供において提供される便宜のうち，日常生活においても通常
必要となるものに係る費用であって，その利用者に負担させるこ
とが適当と認められる費用 

 
  ◎ 保険給付となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名

目による費用の徴収は認められない。◆平11老企２５第３の六３の(1)②準用 
  ◎ オの費用の具体的な範囲については，別に通知された「通所介

護等における日常生活に要する費用の取扱いについて」に沿って
適切に取り扱うこと。◆平12老企５４ 

 
□ 3のイの費用については，「居住，滞在及び食事の提供に係る利用

料等に関する指針」の定めるところによる。◆平18厚令３５第１１８条の２第４項 
 
□ 3の費用の額に係るサービスの提供に当たっては，あらかじめ，利

用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用について説
明を行い，利用者の同意を得ているか。◆平18厚令３５第１１８条の２第５項 

  ※ 当該同意については，利用者及び事業者双方の保護の立場から，
当該サービスの内容及び費用の額を明示した文書に，利用者の署
名を受けることにより行うものとする。 

      この同意書による確認は，利用申込時の重要事項説明に際して
包括的な同意を得ることで足りるが，以後当該同意書に記載され
ていない日常生活費等について別途受領する必要が生じたときは
その都度，同意書により確認するものとする。 

   
  ※ 上記アからエに掲げる費用に係るサービス以外のもので，個人

の希望を確認した上で提供されるものについても，同様の取扱い
が適当である。◆平12老振７５，老健１２２連番 

 
□ サービス提供に要した費用につき，その支払を受ける際，7の領収

証を交付しているか。法第４１条第８項準用 
 
□ 領収証には，サービス提供について支払を受けた費用の額のうち，

1の額，食事の提供に要した費用の額及びその他の費用の額を区分し
て記載し，その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに
区分して記載しているか。◆施行規則第６５条準用 

適 

・ 

否 

領収証確認（１割，２
割または３割の額とな
っているか） 
 
 
 
償還払の対象で10割徴 
収の例あるか確認 
 
 
 
 
 
その他利用料の内容 

・ 
・ 
・ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同意が確認できる文書 
等確認 
 
ケアプランの内容と整
合がとれているか 
・目標の内容・期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
口座引落や振込の場 
合，交付方法及び時期 
 
確定申告（医療費控除） 
に利用できるものか 

３ 運営規程 
□ 事業所ごとに，以下に掲げる重要事項を内容とする運営規程を定め

適 
変更ある場合，変更届 
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介護予防通所リハビリテーション 3 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

ているか。◆平18厚令３５第１２０条 
 
  ア 事業の目的及び運営の方針 
  イ 従業者の職種，員数及び職務の内容 
  ◎ 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため，業務負担

軽減等の観点から，規程を定めるに当たっては，本主眼事項第２

において置くべきとされている員数を満たす範囲において，「○

人以上」と記載することも差し支えない（本主眼事項第４の１に

規定する重要事項を記した文書に記載する場合についても，同様

とする。）◆平１１老企２５第３の一３（１９）①準用 
  ウ 営業日及び営業時間 
  エ サービスの利用定員 
  ※ 同時にサービスを受けることができる利用者の数の上限をい

うものであること。 
  オ サービスの内容及び利用料その他の費用の額 
   ※ 「サービスの内容」については，入浴，食事の有無等のサー

ビスの内容を指すものであること。 
  カ 通常の事業の実施地域 
  ※ 客観的にその区域が特定されるものとする。 
  キ サービス利用に当たっての留意事項 
   ※ 利用者がサービスの提供を受ける際に利用者側が留意すべき

事項を指すものであること。 
  ク 非常災害対策 
   ※ 非常災害に関する具体的計画を指すものであること。 
 ケ 虐待の防止のための措置に関する事項 
  ◎ 虐待の防止に係る，組織内の体制（責任者の選定，従業者へ

の研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以
下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法等を指す内
容であること。◆平１1老企２５第３の一３（１９）⑤ 

  コ その他運営に関する重要事項 

・ 

否 

が出されているか 
（人員のみなら4/1付） 
 
その他の費用は金額明 
示か（実費も可） 
 
□通常の事業実施地域
は実態に即しているか 
また，客観的に区域が
特定された記載か 
 
★重要事項説明書と不

整合ないか 
□職員の員数 
□営業日・営業時間 
□通常の事業実施地域 
□利用料・その他費用 

第５ 介護予防 
 のための効果 
 的な支援の方 
 法に関する基 
 準 
＜法１１５条の３第１項＞ 
１ 基本取扱方 
 針 

□ 利用者の介護予防に資するよう，その目標を設定し，計画的に行わ
れているか。◆平18厚令３５第１２４条第１項 

 
□ 自らその提供するサービスの質の評価を行うとともに，主治医又は

歯科医師とも連携を図りつつ，常にその改善を図っているか。 
 ◆法第１１５条の３第１項，◆平18厚令３５第１２４条第2項 
  ◎ 提供されたサービスについては，介護予防通所リハビリテーシ

ョン計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足
度等について常に評価を行うなど，その改善を図らなければなら
ない。◆平11老企２５第４の三５（１）④ 

 
□ サービスの提供に当たり，単に利用者の運動器の機能の向上，栄養

状態の改善，口腔機能の向上等の特定の心身機能に着目した改善等
を目的とするものではなく，当該心身機能の改善等を通じて，利用
者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むこ
とができるよう支援することを目的とするものであることを常に意
識してサービスの提供に当たっているか。◆平18厚令３５第１２４条第３項 

 
□ 利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方

法によるサービスの提供に努めているか。◆平18厚令３５第１２４条第４項 
  ◎ 「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを

基本として，利用者のできる能力を阻害するような不適切なサー
ビス提供をしないよう配慮すること。◆平11老企２５第４の三５(1)③ 

 
□ サービスの提供に当たり，利用者とのコミュニケーションを十分に

図ることその他の様々な方法により，利用者が主体的に事業に参加
するよう適切な働きかけに努めているか。◆平18厚令３５第１２４条第５項 

 

適 

・ 

否 

【自主点検の有・無】 

２ 具体的取 1 
 扱方針 
 
 

□ サービスの提供に当たっては，主治医又は歯科医師からの情報伝達
やサービス担当者会議若しくはリハビリテーション会議を通じる等
の適切な方法により，利用者の病状，心身の状況，その置かれてい
る環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行っている

適 
・ 
否 

アセスメントの方法 
様式 
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介護予防通所リハビリテーション 4 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

 
 
             2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              3 
 
 
 
 
 
 
 
              4 
 
 
 
 
        5 
 
 

6  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

か。◆平18厚令３５第１２５条第１号 
 
□ 医師及び理学療法士，作業療法士その他専らサービスの提供に当た

る従業者（以下「医師等の従業者」という。）は，診療又は運動機
能検査，作業能力検査等を基に，共同して，利用者の心身の状況，
希望及びその置かれている環境を踏まえて，リハビリテーションの
目標，当該目標を達成するための具体的なサービスの内容，所要時
間，日程，サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防通所リ
ハビリテーション計画を作成しているか。 

 ◆平18厚令３５第１２５条第２号，◆平11老企２５第４の三５（２）① 
 ◎ 医師及び理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士は，介護予防

通所リハビリテーション計画を作成しなければならないこととし
たものである。介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当
たっては，主治医又は主事の歯科医師から情報伝達やサービス担
当者会議を通じる等の適切な方法により，利用者の状況を把握・
分析し，介護予防通所リハビリテーションの提供によって解決す
べき問題状況を明らかにし（アセスメント），これに基づき，支
援の方向性や目標を明確にし，提供するサービスの具体的内容，
所要時間，日程等を明らかにするものとする。介護予防通所リハ
ビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し，必要に応じて
当該計画を見直していること。◆平11老企２５第４の三５（２）① 

 ◎ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士，作業
療法士又は言語聴覚士が，介護支援専門員を通じて，指定訪問介護
の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に
対し，リハビリテーションの観点から，日常生活上の留意点，介護
の工夫などの情報を伝達していること。◆平11老企２５第４の三５（２）⑪ 

 
□ 医師等の従業者は，介護予防通所リハビリテーション計画の作成に

当たっては，既に介護予防サービス計画が作成されている場合は，
当該計画の内容に沿って作成しているか。◆平18厚令３５第１２５条第３号 

  ◎ 介護予防通所リハビリテーション計画作成後に介護予防サービ
ス計画が作成された場合は，当該介護予防通所リハビリテーショ
ン計画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し，必
要に応じて変更すること。◆平11老企２５第４の三５（２）④ 

 
□ 医師等の従業者は，介護予防通所リハビリテーション計画の作成に

当たっては，その内容について利用者又はその家族に対して説明し，
利用者の同意を得ているか。◆平18厚令３５第１２５条第４号 

  ◎ 実施状況や評価についても説明を行うこと。◆平11老企２５第４の三５（２）⑤ 
 
□ 医師等の従業者は，介護予防通所リハビリテーション計画を作成し
た際には，当該介護予防通所リハビリテーション計画を利用者に交付
しているか。◆平18厚令３５第１２５条第５号 

 
□ 指定通所介護予防通所リハビリテーション事業者が指定介護予防訪
問リハビリテーション事業者の指定を併せて受け，かつ，リハビリテ
ーション会議（医師が参加した場合に限る。）の開催等を通じて，利
用者の病状，心身の状況，希望及びその置かれている環境に関する情
報を構成員と共有し，介護予防訪問リハビリテーション及び介護予防
通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテ
ーション提供内容について整合性のとれた介護予防通所リハビリテ
ーション計画を作成した場合については，第86条第２号から第５号ま
でに規定する介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を
満たすことをもって，上記２から４までに規定する基準を満たしてい
るものとみなすことができる。 ◆平18厚令３５第１２５条第６号 

 
  ◎ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師が，指定介

護予防通所リハビリテーションの実施に当たり，当該事業所の理
学療法士，作業療法士又は言語聴覚士に対し，利用者に対する当
該リハビリテーションの目的に加えて，当該リハビリテーション
開始前又は実施中の留意事項，やむを得ず当該リハビリテーショ
ンを中止する際の基準，当該リハビリテーションにおける利用者
に対する負荷等の指示を行うこと。◆平11老企２５第４の三５（２）② 

  
◎ リハビリテーション会議の構成員は，医師，理学療法士，作業療

 
 
 
計画の有無・内容確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
介護予防サービス計画
の入手確認，サービス
担当者会議への出席状
況及び会議内容の記
録，計画への反映を確
認 
 
ケアプランの内容と整
合がとれているか 
・目標の内容・期間 
 
説明の方法確認 
同意は文書か 
 
 
交付したことを確認で 
きる記録があるか 
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       7  
 
 
 

8  
 
 
 
 
 
 
 
              9 
 

法士，言語聴覚士，指定介護予防支援等基準省令第２条に規定す
る担当職員，居宅サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防
サービス等の担当者，看護師，准看護師，介護職員，介護予防・
日常生活支援総合事業のサービス担当者及び保健師等とするこ
と。 

    指定介護予防通所リハビリテーション事業者は，リハビリテー
ション会議を開催し，リハビリテーションに関する専門的な見地
から，利用者の状況等に関する情報を当該構成員と共有するよう
努めること。 

    なお，リハビリテーション会議は，利用者及びその家族の参加
を基本とするものであるが，家庭内暴力等によりその参加が望ま
しくない場合や，家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参
加できない場合は，必ずしもその参加を求めるものではないこと
。 

    また，リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが，
サービス担当者の事由等により，構成員がリハビリテーション
会議を欠席した場合は，速やかに当該会議の内容について欠席
者との情報共有を図ること。  
リハビリテーション会議は，テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし，利用者又はその家族（以下こ
の③において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては，
テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけ
ればならない。なお，テレビ電話装置等の活用に当たっては，個
人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医
療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する
こと。◆平11老企２５第４の三５（２）③ 

 
  ◎ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が，指定介護予防

訪問リハビリテーション事業者の指定を併せて受け，かつ，リハビ
リテーション会議の開催等を通じて，介護予防通所リハビリテーシ
ョン及び介護予防訪問リハビリテーションの目標及び当該目標を
踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた介
護予防通所リハビリテーション計画を作成した場合については，介
護予防訪問リハビリテーションの基準省令第 86 条第２項から第５
項の基準を満たすことによって，介護予防通所リハビリテーション
の基準省令第125条第２項から第５項の基準を満たしているとみな
すことができることとしたものであること。 

   当該計画の作成に当っては，各々の事業の目標を踏まえたうえ
で，共通目標を設定すること。また，その達成に向けて各々の事業
の役割を明確にした上で，利用者に対して一連のサービスとして提
供できるよう，個々のリハビリテーションの実施主体，目的及び具
体的な提供内容を１つの目標として分かりやすく記載するよう留
意すること。 ◆平11老企２５第４の三５（２）⑥ 

 
 ◎ 介護予防通所リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテ

ーションにおいて整合性のとれた計画に従いリハビリテーション
を実施した場合には，基準省令第125条第10項に規定する診療記録
を一括して管理しても差し支えないものであること。 

  ◆平11老企２５第４の三５（２）⑦ 
 
□ サービスの提供に当たっては，介護予防通所リハビリテーション計

画に基づき，利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行っている
か。◆平18厚令３５第１２５条第７号 

 
□ サービスの提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨とし，利用

者又はその家族に対し，リハビリテーションの観点から療養上必要
とされる事項について，理解しやすいように指導又は説明を行って
いるか。◆平18厚令３５第１２５条第８号 

 
 ◎ 介護予防通所介護計画の目標及び内容等も含め説明すること。 
  ◆平11老企２５第４の三５（２）⑤ 
 
□ サービスの提供に当たっては，介護技術の進歩に対応し，適切な介

護技術をもってサービスの提供を行っているか。◆平18厚令３５第１２５条第９号 
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             10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            11 
 
 
 
            12 
 
 
            13 
 

 
 
□ 医師等の従業者は，介護予防通所リハビリテーション計画に基づく

サービスの提供の開始時から，少なくとも１月に１回は，当該計画
に係る利用者の状態，当該利用者に対するサービスの提供状況等に
ついて，当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成し
た指定介護予防支援事業者に報告するとともに，当該介護予防通所
リハビリテーション計画に記載したサービスの提供を行う期間が終
了するまでに，少なくとも１回は，当該介護予防通所リハビリテー
ション計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を
行っているか。◆平18厚令３５第１２５条第１０号 

 
□ 医師等の従業者は，モニタリングの結果を記録し，当該記録を当該

サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した指定介護予
防支援事業者に報告しているか。◆平18厚令３５第１２５条第１１号 

 
□ 医師等の従業者は，モニタリングの結果を踏まえ，必要に応じて介

護予防通所リハビリテーション計画の変更を行っているか。 
 ◆平18厚令３５第１２５条第１２号 
 
□ 1から11までの規定は，12に規定する介護予防通所リハビリテーシ

ョン計画の変更について準用しているか。◆平18厚令３５第１２５条第１３号 

 
 
月１回報告記録確認 
計画期間内に少なくと
も1回のモニタリング
の実施を記録で確認 
 
 
 
 
 
 
モニタリング結果報告
したことを確認できる
記録があるか 
 
 
 

３ サービスの 
 提供に当たっ 
 ての留意点 

□ サービスの提供に当たり，介護予防支援におけるアセスメントにお
いて把握された課題，サービスの提供による当該課題に係る改善状
況等を踏まえつつ，効率的かつ柔軟なサービスの提供に努めている
か。◆平18厚令３５第１２６条第１号 

 
□ 運動器機能向上サービス，栄養改善サービス又は口腔機能向上サー

ビスを提供するに当たっては，国内外の文献等において有効性が確
認されている等の適切なものとなっているか。◆平18厚令３５第１２６条第２号 

 
□ サービスの提供に当たり，利用者が虚弱な高齢者であることに十分

に配慮し，利用者に危険が伴うような強い負荷を伴うサービスの提
供は行わないとともに，安全管理体制等の確保を図ること等を通じ
て，利用者の安全面に最大限配慮しているか。◆平18厚令３５第１２６条第３号 

適 

・ 

否 

介護予防サービス計画 
と実際のプランの内容 
確認 
 
 
サービス内容確認 

４ 安全管理体 

 制等の確保 

□ サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変等が生じ
た場合に備え，緊急時マニュアル等を作成し，事業所内の従業者に
周知徹底を図るとともに，速やかに主治医への連絡を行えるよう，
緊急時の連絡方法をあらかじめ定めているか。◆平18厚令３５第１２７条第１号 

 
□ サービスの提供に当たり，転倒等を防止するための環境整備に努め

ているか。◆平18厚令３５第１２７条第２号 
 
□ サービスの提供に当たり，事前に脈拍や血圧等を測定する等利用者

の当日の体調を確認するとともに，無理のない適度なサービスの内
容とするよう努めているか。◆平18厚令３５第１２７条第３号 

 
□ サービスの提供を行っているときにおいても，利用者の体調の変化

に常に気を配り，病状の急変等が生じた場合その他必要な場合には，
速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じているか。 

 ◆平18厚令３５第１２７条第４号 

適 

・ 

否 

※通所リハで確認 
 
 
 
 
具体的な予防策 
 
 
実施前後の健康チェッ 
クの有無 

第６ 変更の届 

 出等 
＜法第１１５条の５＞ 

 事業所の名称及び所在地その他施行規則第140条の22で定める事項
に変更があったとき，又は当該事業を廃止し，休止し，若しくは再開
したときは，同条で定めるところにより，10日以内に，その旨を京都
府知事に届け出ているか。 

適 

・ 

否 

 

第７ 介護給付 
 費の算定及び 
 取扱い 
＜法第５３条第２項＞ 

 
□ 事業に要する費用の額は，◆平18厚告第127号の別表「指定介護予

防サービス介護給付費単位数表」により算定されているか。 
  ◆平18厚告１２７の一 
 ※ ただし，事業者が事業所ごとに所定単位数よりも低い単位数を設

適 

・ 

否 
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１ 基本的事項 置する旨を事前に府に届け出た場合はこの限りではない。 
 
□ 事業に要する費用の額は，平成12年厚生省告示第22号の「厚生労働

大臣が定める１単位の単価」に，別表に定める単位数を乗じて算定
されているか。◆平18厚告１２７の二 

 ※ １単位の単価は，10円に事業所又は施設が所在する地域区分及び
サービスの種類に応じて定められた割合を乗じて得た額とする。 

 
□ １単位の単価に単位数を乗じて得た額に１円未満の端数があると

きは，その端数金額は切り捨てて計算しているか。◆平18厚告１２７の三 
 
□ 同一サービス他事業所の利用について 
  利用者が一の指定介護予防通所リハビリテーション事業所におい

てサービスを受けている間は，当該事業所以外の指定介護予防通所
リハビリテーション事業所が介護予防通所リハビリテーションを行
った場合に，介護予防通所リハビリテーション費は算定できない。 

 ◆平18厚告１２７別表５イ注６ 
 
□ 短期入所サービスの入所日及び退所日等における介護予防サービ

スの算定について 
    介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退院日）について
は，介護予防通所リハビリテーション費は算定できない。 

    入所（入院）当日については，入所（入院）前に利用する介護予
防通所リハビリテーション費は別に算定できるが，入所（入院）前
に介護予防通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった介
護予防サービス計画は適正でない。◆平18老計発第０３１７００１号他第２の１（３） 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問９ 
  利用者を午前午後に分ける等，事業者が個々の利用者の希望，心

身の状態等を踏まえ，利用者に対してわかりやすく説明し，その同
意が得られれば，提供回数，提供時間について自由に設定を行うこ
とが可能。 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問11 
  利用回数・利用時間は，一律に上限や標準利用回数が定められる

ものではないこと。 
 （現行の利用実態等からの参考としては，要支援１は週１回程度，

要支援２は週２回程度の利用が想定される。） 
 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問12 
  基本的には，介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーシ

ョンのいずれか一方が選択されることとなり，両者が同時に提供さ
れることは想定されていない。 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問16 
  送迎・入浴は，基本単位の中に算定されているため，事業所にお

いては希望される利用者に対して適切に送迎・入浴サービスを提供
する必要がある。ただし，利用者の希望がなく送迎・入浴サービス
を提供しない場合も減算にはならない。 

 

 

 

２ 算定基準 
□ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所において，指定介護

予防通所リハビリテーションを行った場合に，利用者の要支援状態
区分に応じて，それぞれ所定単位数を算定しているか。 

 ◆平18厚告１２７別表７イ注１ 

◎ サービスを月の途中で開始又は終了した場合についても，原則と
して，それぞれ計画上に位置付けられた単位数を算定することとし，
月途中に以下に該当した場合を除き，日割り計算は行わない。◆平18老
計発第０３１７００１号他第１の１（５） 

  ① 要介護から要支援に変更となった場合 
  ② 要支援から要介護に変更となった場合 
  ③ 同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 
  ④ 要支援度が変更となった場合 
◎ ⑴ 算定の基準について  ◆平18老計発第０３１７００１号他第２の６⑴ 

適 

・ 

否 
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① 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師は、指定介護

予防通所リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハ

ビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又

は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止す

る際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷

等のうちいずれか１以上の指示を行う。 

② ①における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、

作業療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示に基づき行った内容を

明確に記録する。 

③ 介護予防通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価

し、必要に応じて当該計画を見直す。初回の評価は、介護予防通所

リハビリテーション計画に基づく介護予防通所リハビリテーショ

ンの提供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ご

とに評価を行う 

④ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師が利用者に対

して３月以上の指定介護予防通所リハビリテーションの継続利用

が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書に指定介護

予防通所リハビリテーションの継続利用が必要な理由、具体的な終

了目安となる時期、第１号通所事業その他指定介護予防サービスの

併用と移行の見通しを記載し、本人・家族に説明を行う。 

⑤ 新規に介護予防通所リハビリテーション計画を作成した利用者に

対して、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師又は医

師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該

計画に従い、指定介護予防通所リハビリテーションの実施を開始し

た日から起算して１月以内に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、

運動機能検査、作業能力検査等を行うよう努める。 

⑥ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士は、介護支援専門員を通じて、第一号訪問事

業その他指定介護予防サービスに該当する事業に係る従業者に対

し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の

工夫等の情報を伝達する。 
 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.３ 問18 
  介護予防通所リハを受ける者が同一市町村内で引越する場合や，

介護予防サービスを受ける者が新たに要介護認定を受け居宅介護サ
ービスを受ける場合等により，複数の事業者からサービスを受ける
場合，定額制の各介護報酬を日割りにて算定することとなるが，日
割りの算定方法は，実際に利用した日数に関わらず，サービス算定
対象期間に応じた日数による日割りとする。 

 △期間の算定(information vol.76) 
  開始：要支援１←→要支援２の変更・・・・・・変更日 
     要介護←→要支援の変更                契約日 
     同一保険者内でのサービス事業所の変更 
    終了：要支援１←→要支援２の変更・・・・・・変更日 
     要介護←→要支援の変更                契約解除日 
     同一保険者内でのサービス事業所の変更 
Ｈ20.４.21Ｑ＆Ａ 問20 
  月途中で介護予防特定施設入所者生活介護等を退所し，その後介

護予防通所リハを利用する場合の介護予防通所介護費の算定は，１
月から介護予防特定施設入所者生活介護等の利用日数を減じた日数
により日割り請求する。 

Ｈ20.４.21Ｑ＆Ａ 問21 
  介護予防通所リハを利用している者が，月途中で介護予防短期入

所生活（療養）介護を利用した場合，介護予防通所介護費は，介護
予防短期入所生活（療養）介護の利用日数を減じた日数により日割
り請求する。＜注：病院入院期間等介護保険サービス間で重複がな
い場合は日割りにする必要はない＞ 

 ＜少なくともこの取扱いが H20.6提供分以降できていること。＞ 

 

① リハビリの留意事

項，中止の基準の指示 

 （有・無） 

 

② ①の記録 

 （有・無） 

 

③ 評価の期間 

 初回：2週間以内か 

 その後の評価期間 

  （概ね 3月に 1回） 

 

④ 3 月以上の継続利

用が必要な場合 

計画書に継続利用が

必要な理由、具体的な

終了目安となる時期、

第１号通所事業その

他指定介護予防サー

ビスの併用と移行の

見通しを記載し、本

人・家族に説明してい

るか。 

 

⑤ １月以内に、利用者

の居宅を訪問し、診

療、運動機能検査、作

業能力検査等を行っ

ているか。 

 

⑥ リハビリテーショ

ンの観点から、日常生

活上の留意点、介護の

工夫等の情報を第 1

号訪問事業等の従業

者に伝達しているか。 

３ 利用定員を □ 月平均の利用者の数が京都府知事に提出した運営規程に定められ
適 

【 事例の有・無 】 
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 超えた場合の 
 算定 

ている利用定員を超えた場合は，所定単位数に100分の70を乗じて得
た単位数を算定しているか。◆平１２厚告１２７別表５イ注１ただし書，平１２厚告２７第１６号イ 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問10 
  例えば，午前にサービスを受けた者が，午後単に事業所にいる場

合には，介護保険サービスを受けているわけではないので定員に含
めなくても良く，その場合，サービス提供の場以外（休憩室，ロビ
ー等）にいることが想定されるが，１人当たり３㎡が確保できるの
で有れば，機能訓練室内にいても良い。 

  しかし，単にいるだけであることから，別途負担を求めることは
不適切。 

・ 

否 

 

４ 従業者の員 
 数が基準を満 
 たさない場合 
 の算定 

□ 医師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員又は介護
職員の員数が，本主眼事項第２に定める員数を満たさない場合は，
所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定しているか。 

 ◆平１２厚告１２７別表５イ注１ただし書，平１２厚告２７第１６号ロ 

適 

・ 

否 

【 事例の有・無 】 
 

５ 中山間地域 
 等サービス提 
 供加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して，
通常の事業の実施地域を越えて指定介護予防通所リハビリテーショ
ンを行った場合は，１月につき所定単位数の100分の５に相当する単
位数を所定単位数に加算しているか。◆平１８厚告１２７別表５イ注２，平２１厚告８３の二 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 

６ 生活行為向 

 上リハビリテ 

 ーション実施 

 加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注１）に適合し，かつ，別に厚生

労働大臣が定める施設基準（注２）に適合しているものとして京都府

知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が，生活

行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビ

リテーションの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらか

じめ定めて，利用者に対して，リハビリテーションを計画的に行い，

当該利用者の有する能力の向上を支援した場合は，生活行為向上リハ

ビリテーション実施加算として，リハビリテーション実施計画に基づ

く指定介護予防通所リハビリテーションの利用を開始した日の属す

る月から起算して６月以内の期間に限り，１月につき 562単位を所定

単位数に加算しているか。平１８厚告１２７別表５イ注３ 

   

 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準  ◆平２７厚告９５第１０６号の６ 

   次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

  イ 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経

験を有する作業療法士又は生活行為の内容の充実を図るための

研修を修了した理学療法士若しくは言語聴覚士が配置されてい

ること。 

  ロ 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏ま

えたリハビリテーションの実施頻度，実施場所及び実施時間等が

記載されたリハビリテーション実施計画をあらかじめ定めて，リ

ハビリテーションを提供すること。 

  ハ 当該計画で定めた指定介護予防通所リハビリテーションの実

施期間中に指定介護予防通所リハビリテーションの提供を終了

した日前１月以内に，リハビリテーション会議を開催し，リハビ

リテーションの達成状況を報告すること。 

  ニ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師又は医師

の指示を受けた理学療法士，作業療法士若しくは言語聴覚士が当

該利用者の居宅を訪問し生活行為に関する評価をおおむね１月

に１回以上実施すること 

 

 注２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準  ◆平２７厚告９６第７１号の３ 

   リハビリテーションを行うに当たり，利用者数が理学療法士，作

業療法士又は言語聴覚士の数に対して適切なものであること。 

 

 ◎ 「生活行為」とは，個人の活動として行う排泄，入浴，調理，買

物，趣味活動等の行為をいう。 ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）① 

 ◎ 本加算におけるリハビリテーション（以下「生活行為向上リハビ

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 
・本加算イ，ロの同時算

定は不可 

 

 

 

 

・リハビリテーション 

 実施計画の記載事項 

 ・目標 

 ・実施頻度 

 ・実施場所 

 ・実施時間 

 

・リハビリ提供終了日前

１月以内にリハビリ

テーション会議を開

催し，達成状況を報告 

 

・利用者数がＰＴ等の数

に対して適切か 

 

 

 

生活行為に関する評価 

1月に 1回か（摘・否） 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

リテーション」という。）は，加齢や廃用症候群等により生活機能

の１つである活動をするための機能が低下した利用者に対して，当

該機能を回復させ，生活行為の内容の充実を図るための目標と当該

目標を踏まえた６月間のリハビリテーションの実施内容をリハビ

リテーション実施計画にあらかじめ定めた上で，計画的に実施する

ものであること。 ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）② 

 ◎ 生活行為向上リハビリテーションを提供するためのリハビリテ

ーション実施計画の作成や，当該リハビリテーションの目標の達成

状況の報告については，厚生労働大臣が定める基準第 106号イによ

って配置された者が行うことが想定されていることに留意するこ

と。◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）③ 

 ◎ 生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成に当たっては，

本加算の趣旨について説明した上で，当該計画の同意を得ること。 

  ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）④ 

 ◎ 本加算の算定に当たっては，家庭での役割を担うことや地域の行

事等に関与すること等を可能とすることを見据えた目標や実施内

容を設定すること。       ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）⑤ 

 ◎ 本加算は，６月間に限定して算定が可能であることから，利用者

やその家族においても，生活行為の内容の充実を図るための訓練内

容を理解し，家族の協力を得ながら，利用者が生活の中で実践して

いくことが望ましいこと。◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）⑥ 

 ◎ 生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテ

ーションの評価に当たっては，利用者の居宅を訪問し，当該利用者

の居宅における応用的動作能力や社会適応能力について評価を行

い，その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお，当該

利用者の居宅を訪問した際，リハビリテーションを実施することは

できないことに留意すること。◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（２）⑦ 

７ 若年性認知 
 症利用者受入 
 加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして京都府

知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所におい

て，若年性認知症利用者に対して指定介護予防通所リハビリテーショ

ンを行った場合は，若年性認知症利用者受入加算として，１月につき

240単位を所定単位数に加算しているか。◆平 18厚告１２７別表５イ注４ 
 ※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の15「若年性認知 
  症利用者受入加算」の基準を準用する。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

８ 利用を開始
した日の属す
る月から起算
して12月を超
えた期間に介
護予防通所リ
ハビリテーシ
ョンを行った
場合 

□ 指定介護予防通所リハビリテーションの利用を開始した日の属

する月から起算して12月を超えた期間に指定介護予防通所リハビ

リテーションを行う場合，１月につき次に掲げる単位数を所定単位

数から減算しているか。  ◆平18厚告１２７別表５イ注８ 

⑴ 要支援１  20単位 

⑵ 要支援２  40単位 

◎ 指定介護予防通所リハビリテーションの利用が12 月を超える場合

は、指定介護予防通所リハビリテーション費から要支援１の場合20 

単位、要支援２の場合40 単位減算する。なお、入院による中断があ

り、医師の指示内容に変更がある場合は、新たに利用が開始されたも

のとする。また、本取扱いについては、令和３年４月から起算して12 

月を超える場合から適用されるものであること。 

◆平18老計発第０３１７００１号他第２の８（３） 

Ｒ３Ｑ＆Ａ vol.3問120 
  法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日が属す
る月をもって、利用が開始されたものとする。 ただし、要支援の区分
が変更された場合（要支援１から要支援２への変更及び要支援２から
要支援１への変更）はサービスの利用が継続されているものとみなす。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

９ 運動器機能 

 向上加算 

□ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして京都府知事
に届け出て，利用者の運動器の機能向上を目的として個別的に実施
されるリハビリテーションであって，利用者の心身の状態の維持又
は向上に資すると認められるもの（以下「運動器機能向上サービス」

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

□利用開始時のリスク
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

という。）を行った場合には，１月につき225単位を加算しているか。
◆平18厚告１２７別表５ロ注 

 イ 理学療法士等（理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士）を１
名以上配置していること。 

 ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し，医師，理学療法
士等，看護職員，介護職員その他の職種の者が運動器機能向上計
画を作成していること。 

 ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い，医師又は医師の指示
を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サービ
スを行っているとともに，利用者の運動器の機能を定期的に記録
していること。 

 ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価す
ること。 

 ホ 定員超過又は人員欠如による減算の状態にないこと。 
 
 ◎ 運動器機能向上加算の取扱い ◆平18老計発第０３１７００１号他第２の７（２） 
  ① 介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーションにおい

て運動機器向上サービスを提供する目的は，当該サービスを通
じて要支援者ができる限り要介護状態にならず自立した日常生
活を営むことができるよう支援することが目的であることに留
意しつつ行うこと。 

  ② 理学療法士等（理学療法士，作業療法士，言語聴覚士）を１
名以上配置して行うものであること。 

  ③ 運動器機能向上サービスについては，以下のアからキまでに
掲げるとおり，実施すること。 

    ア 利用者ごとに医師又は看護職員等の医療従事者による運動
器機能向上サービスの実施に当たってのリスク評価，体力測
定等を実施し，サービスの提供に際して考慮すべきリスク，
利用者のニーズ及び運動器の機能の状況を，利用開始時に把
握すること。 

   イ 理学療法士等が，暫定的に，利用者ごとのニーズを実現す
るための概ね３月程度で達成可能な目標（以下「長期目標」
という。）及び長期目標を達成するための概ね１月程度で達
成可能な目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。
長期目標及び短期目標については，介護予防支援事業者にお
いて作成された当該利用者に係る介護予防サービス計画と整
合が図れたものとすること。 

    ウ 利用者に係る長期目標及び短期目標を踏まえ，医師，理学
療法士等，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の
者が共同して，当該利用者ごとに，実施する運動の種類，実
施期間，実施頻度，１回当たりの実施時間，実施形態等を記
載した運動器機能向上計画を作成すること。その際，実施期
間については，運動の種類によって異なるものの，概ね３月
間程度とすること。また，作成した運動器機能向上計画につ
いては，運動器機能向上サービスの提供による効果，リスク，
緊急時の対応等と併せて，当該運動器機能向上計画の対象と
なる利用者に分かりやすい形で説明し，その同意を得ること。
なお，介護予防通所リハビリテーションにおいては，運動器
機能向上計画に相当する内容を介護予防通所リハビリテーシ
ョン計画の中に記載する場合は，その記載をもって運動器機
能向上計画の作成に代えることができるものとすること。 

   エ 運動器機能向上計画に基づき，利用者ごとに運動器機能向
上サービスを提供すること。その際，提供する運動器機能向
上サービスについては，国内外の文献等において介護予防の
観点からの有効性が確認されている等の適切なものとするこ
と。また，運動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種
類の変更の必要性，実施頻度の変更の必要性等）があれば直
ちに当該計画を修正すること。 

   オ 利用者の短期目標に応じて，概ね１月間ごとに，利用者の
当該短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況につい
てモニタリングを行うとともに，必要に応じて運動器機能向
上計画の修正を行うこと。 

   カ 運動器機能向上計画に定める実施期間終了後に，利用者ご
とに，長期目標の達成度及び運動器の機能の状況について，
事後アセスメントを実施し，その結果を当該利用者に係る介

評価・体力測定等の
実施の有無を確認 

 

□運動器機能向上計画 
・共同作成の確認 
 
・長期目標（３ヶ月） 
短期目標（１ヶ月） 
が設定されているか 

※ 評価がしやすい具
体的な目標となって
いるか 

 
・計画記載項目 
 □実施運動ﾒﾆｭｰ 
 □実施期間 
 □実施頻度 
 □1回当たり実施時間 
 □実施形態 等 
 
・説明・同意を確認 
  
 
□実施内容 
・実施メニュー内容 
（         ）
（         ） 
（         ） 
（         ） 
 等 
 
※集団的な提供のみの 

場合算定不可（個別 
提供が必須）。 

 
 
 
 
 
 
□モニタリング 
・短期目標（概ね1カ月）

に応じた以下の記録
を確認 
□達成度 

  □運動器機能の状況 
 
 
・長期目標（概ね3ヶ月）

に応じた以下の記録
を確認 

 □達成度 
 □運動器機能の状況 

  □上記（事後アセスメ
 ント結果）の介護予 
防支援事業者への 

  報告を確認 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

護予防支援事業者に報告すること。介護予防支援事業者によ
る当該報告も踏まえた介護予防ケアマネジメントの結果，運
動器機能向上サービスの継続が必要であるとの判断がなされ
る場合については，上記アからカまでの流れにより，継続的
に運動器機能向上サービスを提供する。 

   キ サービスの提供の記録において利用者ごとの運動器機能向
上計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士等若し
くは看護職員が利用者の運動器の機能を定期的に記録する場
合は，当該記録とは別に運動器機能向上加算の算定のために
利用者の状態を定期的に記録する必要はないものとするこ
と。 

Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問22 
利用者が月何回利用しているのかにかかわらず，算定要件を満

たす場合には加算の対象となる。 
 

Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問23 
  選択的サービスの算定に際して必要となる職員は，毎日配置する

必要はなく，一連のサービス提供に当たり必要な時間配置していれ
ば足りるものであって，当該時間以外については，他の職務と兼務
することも可能である。 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問29 

介護予防通所リハビリテーションにおいては，リハビリテーショ
ンとしての運動器機能向上サービスを提供することとしており，よ
り効果的なリハビリテーションを提供する観点から，リハビリの専
門職種であるＰＴ，ＯＴ又はＳＴの配置を算定要件上求めていると
ころであり，看護職員のみの配置では算定することはできない。な
お，サービス提供にあたっては，医師又は医師の指示を受けたこれ
らの３職種若しくは看護職員が実施することは可能である。 
 

Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問26 
  個別にサービス提供することが必要であり，集団的な提供のみで

は算定できない。なお，加算の算定に当たっては，個別の提供を必
須とするが，加えて集団的なサービス提供を行うことを妨げるもの
ではない。 

10 栄養アセス
メント加算 

□ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして京都府知事

に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が，利用者に

対して，管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用

者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握することを

いう。以下この注において同じ。）を行った場合は，１月につき５０

単位を加算しているか。 

ただし，当該利用者が栄養改善加算又は選択的サービス複数実施加

算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善

サービスが終了した日の属する月は，算定しない。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養

士を１名以上配置していること。 

⑵ 利用者ごとに，医師，管理栄養士，理学療法士，作業療法士，

言語聴覚士，看護職員，介護職員その他の職種の者（ニにおいて

「管理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施

し，当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し，相談等

に必要に応じ対応すること。 

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し，栄養管

理の実施に当たって，当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用していること。 

⑷ 定員超過又は人員欠如による減算の状態にないこと。 
※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の16「栄養アセスメ

ント加算」の基準を準用する。◆平１８厚告１２７別表５ハ，老企第36 号７の⒂準用 
Ｒ３Ｑ＆Ａ vol.3問15 
  入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、

人員基準において常勤の 栄養士又は 管理栄養士を １名以上配置
することが求められる施設 （例 ：100 床以上の介護老人保健施設）
において、人員基準上置くべき員数である管理栄養士については、

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

管理栄養士名 

（        ） 

 

栄養アセスメント 

（有・無） 

 

 

 

 

LIFEへの提出 

【有・無】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

兼務することはできない 。 
 

11 栄養改善加 
 算 

□ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして京都府知事
に届け出て，低栄養状態にある又はそのおそれのある利用者に対し
て，利用者の低栄養状態の改善等を目的として，個別的に実施され
る栄養食事相談等の栄養管理であって，利用者の心身の状態の維持
又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」と
いう。）を行った場合は，１月につき200単位を加算しているか。 

 ※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の17「栄養改善加
算」の基準を準用する。◆平１８厚告１２７別表５ニ，◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６
（７） 

  ⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士

を１名以上配置していること。 

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し，管理栄養士等が共同

して，利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養

ケア計画を作成していること。 

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い，必要に応じて当該利用者の

居宅を訪問し，管理栄養士等が栄養改善サービスを行っていると

ともに，利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価している

こと。 

⑸ 定員超過又は人員欠如による減算の状態にないこと。  

※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の 17「栄養改善加算」

の基準を準用する。◆平１８厚告１２７別表５ニ 
 ◎ ただし，指定介護予防通所リハビリテーションにおいて栄養改善

サービスを提供する目的は，当該サービスを通じて要支援者ができ
る限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営むことがで
きるよう支援することが目的であることに留意すること。 

   なお，要支援者に対する当該サービスの実施に当たっては，栄養
ケア計画に定める栄養改善サービスを概ね3月実施した時点で栄養
状態の改善状況について評価を行い，その結果を当該要支援者に係
る介護予防支援事業者等に報告するとともに，栄養状態に係る課題
が解決され当該サービスを継続する必要性が認められない場合は，
当該サービスを終了するものとする。 

  ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（７） 
Ｒ３Ｑ＆Ａ vol.3問15 
 入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、
人員基準において常勤の 栄養士又は 管理栄養士を１名以上配置す
ることが求められる施設（例：100 床以上の介護老人保健施設）にお
いて、人員基準上置くべき員数である管理栄養士については、兼務す
ることはできない 。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 

 

管理栄養士 

（       ） 

 

栄養ケア計画の作成 

（有・無） 

 

栄養状態の記録 

（有・無） 

 

栄養ケア計画の評価 

（有・無） 

12 口腔・栄養ス
クリーニング加
算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）適合する指定介護予防通所

リハビリテーション事業所の従業者が，利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態の

スクリーニングを行った場合に，口腔・栄養スクリーニング加算と

して，次に掲げる区分に応じ，１回につき次に掲げる所定単位数を

加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては，次に掲げるその他の加算は算定せず，当該利用

者について，当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算

を算定している場合にあっては算定しない。◆平１８厚告１２７別表５ホ 

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20単位  

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) ５単位  

 

 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚告９５第１０７号の２ 

 イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。 

⑴ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態につ

いて確認を行い，当該利用者の口腔の健康状態に関する情報（当

該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合に

適 

・

否 

【 算定の有・無 】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

あっては，その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当

する介護支援専門員に提供していること。 

⑵ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確

認を行い，当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低

栄養状態の場合にあっては，低栄養状態の改善に必要な情報を含

む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供しているこ

と。 

⑶ 定員超過又は人員欠如による減算の状態にないこと。 

⑷ 算定日が属する月が，次に掲げる基準のいずれにも該当しない

こと。 

㈠ 栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄

養改善加算若しくは選択的サービス複数実施加算の算定に係

る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養

改善サービスが終了した日の属する月であること。 

㈡ 当該利用者が口腔機能向上加算若しくは選択的サービス複

数実施加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている

間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属す

る月であること。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)次に掲げる基準のいずれか

に適合すること。 

⑴ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

㈠ イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡ 算定日が属する月が，栄養アセスメント加算を算定している

又は当該利用者が栄養改善加算若しくは選択的サービス複数

実施加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間であ

る若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月で

あること。 

㈢ 算定日が属する月が，当該利用者が口腔機能向上加算若しく

は選択的サービス複数実施加算の算定に係る口腔機能向上サ

ービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了

した日の属する月ではないこと。 

⑵ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

㈠ イ⑵及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡ 算定日が属する月が，栄養アセスメント加算を算定していな

い，かつ，当該利用者が栄養改善加算若しくは選択的サービス

複数実施加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間

又は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月ではない

こと。 

㈢ 算定日が属する月が，当該利用者が口腔機能向上加算若しく

は選択的サービス複数実施加算の算定に係る口腔機能向上サ

ービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了

した日の属する月であること。 
 ※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の18「口腔・栄養

スクリーニング加算」の基準①から④を準用し，⑤については以
下の基準とする。 ◆平１８厚告１２７別表５ホ，◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（８） 
⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又

は栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算若しくは選択的サー

ビス複数実施加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能

向上加算若しくは選択的サービス複数実施加算の算定に係る口

腔機能向上サービスの提供が必要だと判断された場合は、口腔・

栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算、口腔機能向

上加算又は選択的サービス複数実施加算を算定できること。 

13 口腔機能向 

 上加算 

□ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして京都府知

事に届け出て，口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのあ

る利用者に対して，当該利用者の口腔機能の向上を目的として，個

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能

に関する訓練の指導若しくは実施であって，利用者の心身の状態の

維持又は向上に資すると認められるもの（以下「口腔機能向上サー

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

ビス」という。）を行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，

１月につき次に掲げる所定単位数を加算しているか。ただし，次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては，次に掲げる

その他の加算は算定しない。◆平18厚告１２７別表７ヘ，◆平18老計発第０３１７００１号他第２の６（９） 

⑴ 口腔機能向上加算(Ⅰ) 150単位  

⑵ 口腔機能向上加算(Ⅱ) 160単位  
 ※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の19「口腔機能向

上加算」の基準を準用する。 
◎ ただし，介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーションにお
いて口腔機能向上サービスを提供する目的は，当該サービスを通じて
要支援者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を
営むことができるよう支援することに留意すること。 

  なお，要支援者に対する当該サービスの実施に当たっては，口腔機

能改善管理指導計画に定める口腔機能向上サービスを概ね3月実施し

た時点で口腔機能の状態の評価を行い，その結果を当該要支援者に係

る介護予防支援事業者等に報告するとともに，口腔機能向上に係る課

題が解決され当該サービスを継続する必要性が認められない場合は，

当該サービスを終了するものとする。 
 ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（９） 

 

 

 

口腔機能向上加算(Ⅱ) 

LIFEへの提出 

【有・無】 

 

 

 
 

14 選択的サー
 ビス複数実施
 加算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして，
京都府知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所
が，利用者に対し，運動器機能向上サービス，栄養改善サービス又は
口腔機能向上サービスのうち複数のサービスを実施した場合に，1月
につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。ただし，こ
の場合において，同月中に利用者に対し，運動器機能向上サービス，
栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスを算定している場合は，
次に掲げる加算は算定しない。また，次に掲げるいずれかの加算を算
定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。
  ◆平１８厚告１２７別表５ト注 
（1）選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）   480単位 
（2）選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）   700単位 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚告９５第１０９号 
  イ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）次に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。 
  （1）指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所リ

ハビリテーション費の運動器機能向上加算若しくは栄養改善
加算に掲げる基準又は口腔機能向上加算に掲げる別に厚生労
働大臣が定める基準（定員超過又は人員欠如による減算の状態
にないこと。）に適合しているものとして京都府知事に届け出
て運動器機能向上サービス，栄養改善サービス又は口腔機能向
上サービス（以下「選択的サービス」という。）のうち，２種
類のサービスを実施していること。 

   (2) 利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハ 
ビリテーションの提供を受けた日において，当該利用者に対
し選択的サービスを行っていること。 

   (3) 利用者に対し，選択的サービスのうちいずれかのサービスを
1月につき2回以上行っていること。 

  ロ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）次に掲げるいずれの基準
にも適合すること。 

    (1) 利用者に対し，選択サービスのうち3種類のサービスを実施
していること。 

   (2)イの(2)及び(3)の基準に適合すること。 
 
 ◎ 選択的サービス複数実施加算の取扱いについて 
   ◆平18老計発第０３１７００１号他第２の６（１０） 
   当該加算は，選択的サービスのうち複数のサービスを組み合わ

せて実施することにより，要支援者の心身機能の改善効果を高め，
介護予防に資するサービスを効果的に提供することを目的とする
ものである。なお，算定に当たっては以下に留意すること。 
①実施する選択的サービスごとに，本主眼事項第７の10,11,13に

掲げる各選択的サービスの取扱いに従い適切に実施すること。 
② いずれかの選択的サービスを週1回以上実施すること。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

 

 

 

 

 

選択的サービス 

・運動器機能向上加算 

・栄養改善加算 

・口腔機能向上加算 

 

※各サービスごとに各 

取扱い（本主眼事項第

７の 9,10,12）に従っ

て実施されているか

確認 

 

【提供日数】 

具体例参照 

H24Q＆Avol.1 問 129，

130 

①週 1 回以上いずれか

提供されているか確

認 

 

②上記①で提供された

サービスのうちいず

れかが月 2 回以上の

提供となっているか

確認 

 

 

※上記①②提供日数不

足による算定不可の

場合は，提供した各選

択サービスの加算を

算定 

(H24Q＆Avol.1問 130) 
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介護予防通所リハビリテーション 16 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

③ 複数の種類の選択的サービスを組み合わせて実施するに当
たって，各選択的サービスを担当する専門の職種が相互に連
携を図り，より効果的なサービスの提供方法等について検討
すること。 

Ｈ24Ｑ＆Ａ Vol.１ 問129 
  選択的サービスの提供日は，他の選択的サービスと同一日であ

っても，別の日であっても，いずれでもよい。 

 

 

 

15 事業所評価 
 加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注１）に適合しているものとし
て京都府知事に届け出た事業所において，評価対象期間（別に厚生
労働大臣が定める期間（注２）をいう。）の満了日の属する年度の
次の年度内に限り１月につき120単位を加算しているか。ただし，生
活行為向上リハビリテーション実施加算を算定している場合は，算
定しない。◆平１８厚告１２７別表５チ注 

 
 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚告９５第１１０号 
  イ 定員超過又は人員欠如による減算の状態にないものとして，

京都府知事に届け出て「運動器機能向上サービス」，「栄養改
善サービス」又は「口腔機能向上サービス」（以下「選択的サ
ービス」という。）を行っていること。 

   ロ 評価対象期間における当該介護予防通所リハビリテーション
事業所の利用実人員数が10名以上であること。 

  ハ 評価対象期間における当該指定介護予防通所介護事業所又は
当該介護予防通所リハビリテーション事業所の提供する選択的
サービスの利用実人員数を当該指定介護予防通所介護事業所又
は当該介護予防通所リハビリテーション事業所の利用実人員数
で除して得た数が0.6以上であること。 

  二 次の(2)を(1)で除した数が0.7以上であること。 
      (1) 評価対象期間において，当該事業所の提供する選択的サー

ビスを３月以上利用し，かつ，当該サービスを利用した後，
法第33条第１項に基づく要支援更新認定又は法第33条第１項
に基づく要支援更新認定又は法第33条の２第１項に基づく要
支援状態区分の変更の認定（以下「要支援更新認定等」とい
う。）を受けた者の数。 

   (2) 選択的サービスを利用した後，評価対象期間に行われる要
支援更新認定等において，当該要支援更新認定等の前の要支
援状態区分と比較して，要支援状態区分に変更がなかった者
（指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画に定める
目標に照らし，当該介護予防サービス事業者によるサービス
の提供が終了したと認める者に限る。）の数に，要支援更新
認定等の前の要支援状態区分が要支援２の者であって，要支
援更新認定等により要支援１と判定されたもの又は要支援更
新認定等前の要支援状態区分が要支援１の者であって，要支
援更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支
援更新認定等の前の要支援状態区分が要支援２の者であっ
て，要支援更新認定等において非該当と判定されたものの人
数の合計数に２を乗じて得た数を加えたもの。 

 
 注１ 事業所評価加算の別に厚生労働大臣が定める基準 
    ◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（１１） 
 
   ① 別に定める基準ハの要件の算定式 
 
   評価対象期間内に選択的サービスを利用した者の数 
                             ≧0.6 
   評価対象期間内に介護予防通所リハビリテーション 

 をそれぞれ利用した者の数 
 
   ② 別に定める基準ニの要件の算定式 
      要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２   
                               ≧ 0.7 
    評価対象期間内に運動機能向上サービス，栄養改善 
    サービス又は口腔機能向上サービスを３月以上利用 
    し，その後に更新・変更認定を受けた者の数 
 注２ 別に厚生労働大臣が定める期間 ◆平２７厚告９４第８３号 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

    当該加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から
12月までの期間 

    （主眼事項第７の７，８又は９に掲げる基準に適合している
ものとして京都府知事に届け出た年においては，届出の日から
同年12月までの期間） 

 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問38 
 ・ 「サービスの提供が終了した」とは，定められた目標の達成を

さす。 
 ・ そのため，当該利用者がサービスから離脱した場合であっても，

新たな目標を設定して引き続きサービス提供を受ける場合であっ
ても，評価対象者に加えられる。 

Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.７ 問１ 
 ・ 選択的サービスの提供を受けた者の全てが評価対象受給者とな

るものではない。 
 ・ 翌年度加算の評価対象者は，９月までに選択的サービスの提供を

受け，10月末までに更新・変更認定が行われた者まで。 
 ・ 11月以降に更新・変更認定が行われた者は，翌々年度加算の評

価対象者となる。 
 ・ 評価対象期間を過ぎて請求されてきた場合等は，評価対象外。 
Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.７ 問２ 
 ・ 連続する３月の利用であること。ただし，連続する３月の中で

選択的サービスが例外的に同一でない場合でも，評価対象受給者
として計算する。 

16 科学的介護

推進体制加算 

□ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして京都府知事

に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が，利用者に

対し指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合は，科学的介

護推進体制加算として，１月につき４０単位を加算しているか。 

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。

以下同じ。），栄養状態，口腔機能，認知症（法第５条の２第１項

に規定する認知症をいう。以下同じ。）の状況その他の入所者の心

身の状況等に係る基本的な情報を，厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて介護予防通所リハビリテーション計画を見直すなど，

指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たって，⑴に規定

する情報その他指定介護予防通所リハビリテーションを適切かつ有

効に提供するために必要な情報を活用していること。 

◆平１８厚告１２７別表５り注 
※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の22「科学的介護推

進体制加算」の基準を準用する。◆平18老計発第０３１７００１号他第２の６（２２） 
   ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリテ

ーション」と読み替える。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

LIFEへの提出 

【有・無】 

 

17 指定介護予

防通所リハビ

リテーション

事業所と同一

建物に居住す

る利用者に対

する取扱い 

 

□ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住す

る者又は指定介護予防通所リハビリテーション事業所と同一建物か 

ら当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所に通う者に対し，

指定通所リハビリテーションを行った場合は，1月につき次の単位を

所定単位から減算する。ただし，傷病により一時的に送迎が必要であ

ると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要で

あると認められる利用者に対して送迎を行った場合はこの限りでは

ない。◆平 18厚告１２７別表５イ注７ 

 イ 要支援１                    376単位 
ロ 要支援２                    752単位 

 
◎ 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者

に介護予防通所リハビリテーションを行う場合について 
 ◆平18老計発第０３１７００１号他第２の６（４） 
  ① 通所リハ事業の主眼事項第６の19①を，介護予防通所リハビリ

テーション事業に準用する。ただし，「通所リハビリテーション
」は「介護予防通所リハビリテーション」と読み替える。 

  ② 減算の対象となるのは，当該事業所と同一建物に居住する者及
び同一建物から指定介護予防通所リハビリテーションを利用す

適 

・ 

否 

【 事例の有・無 】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

る者に限られることに留意すること。したがって，例えば，自宅
（同一建物に居住する者を除く。）から介護予防通所リハビリテ
ーション事業所へ通い，同一建物に宿泊する場合，この日は減算
の対象とならないが，同一建物に宿泊した者が介護予防通所リハ
ビリテーション事業所へ通い，自宅（同一建物に居住する者を除
く）に帰る場合，この日は減算の対象となる。 

  ③ なお，傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利
用者その他やむを得ない事情により送迎が必要と認められる利
用者に対して1月を通じて当該サービスを提供する日ごとに送
迎を行った場合は，例外的に減算対象とならない。この場合，
具体的な例及び記録については，通所リハビリテーションと同
様であるので，通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の2
1②を参照。  

Ｈ27Ｑ＆Ａ Vol.２ 問 24 
   通所サービス事業所と同一建物に居住する利用者が，月途中で要

支援から要介護（又は要介護から要支援）に変更した場合や，月途
中で同一建物から転居し，事業所を変更した場合は，要支援状態区
分に応じた送迎に係る減算の単位数を基本サービス費から減算す
る。 

   ただし，減算によりマイナスが生じる場合が，基本サービス費に
各種加算減算を加えた１月当たりの各サービス種類の総合単位数
がゼロになるまで減算する。 

   月途中で要支援状態区分が変更した場合は，変更前の要支援状態
区分に応じた送迎に係る単位数を減算する。 

18 サービス提 
 供体制強化加 
 算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして
京都府知事に届け出た事業所が利用者に対し指定介護予防通所リハ
ビリテーションを行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，利
用者の要支援状態区分に応じて１月につき次に掲げる所定単位数を
加算しているか。ただし，いずれか一方を算定している場合は他方
は算定しない。 ◆平１８厚告１２７別表５ヌ注 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚告９５第１１３号（第３３号を準用） 
    １ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 要支援１・・ 88単位 
                     要支援２・・176単位 
      次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
   イ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の介護職員の

総数のうち，介護福祉士の占める割合が100分の50以上である
こと。 

   ロ 通所介護費等の算定方法（◆平12厚告27）第16号に規定す
る基準（定員超過・人員基準欠如）のいずれにも該当しない
こと。 

  ２ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 要支援１・・72単位 
                     要支援２・・144単位 
      次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
   イ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の介護職員の

総数のうち，介護福祉士の占める割合が100分の40以上である
こと。 

   ロ 通所介護費等の算定方法（平12厚告27）第16号に規定する
基準（定員超過・人員基準欠如）のいずれにも該当しないこ
と。 

 
  ３ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  要支援１・・24単位 
                                     要支援２・・48単位 
       次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
   イ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所のサービスを

利用者に直接提供する職員の総数のうち，勤続年数３年以上
の者の占める割合が100分の30以上であること。 

   ロ １のロに該当するものであること。 
Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.１ 問９ 
  月途中に要支援度が変更した場合は，変更前の要支援度に応じた

報酬を算定する。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
前年度（3月除く。）の

平均で割合を算出 

【 上記算出結果記録

の有・無 】  

年度（4月～翌 2月）の

左記割合数値を 3月に

確認の上，翌年度加算算

定の可否を決定できて

いるか。 

（不可の場合は速やか

に届出要） 

※ 前年度実績 6箇月

月ない場合は前３月平

均（  月～  月） 

○（Ⅰ）イ 

介護職員の総数 人 

うち介福の数 人 

割合 ％ 

10年以上勤続者 人 

割合 ％」 

○（Ⅰ）ロ 

介護職員の総数 人 

うち介福の数 人 

割合 ％ 

○（Ⅱ） 

直接処遇職員の総数  

       人 

３年以上勤続者 人 

割合 ％」 

前３月の実績により届

出を行った場合，毎月継

続的に割合を維持して

いるか確認 



自主点検表（R５ 京都府 ｖｅｒ1.1）                   【介護予防通所リハビリテーション】 

 

 

 

介護予防通所リハビリテーション 19 

主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

  ただし，変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場合に
あっては，変更となった後（前）の要支援度に応じた報酬を算定す
る。 

 

 

19 介護職員処
 遇改善加算 
 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の
改善等を実施しているものとして京都府知事に届け出た指定介護予
防通所リハビリテーション事業所が，利用者に対し，指定介護予防
通所リハビリテーションを行った場合には，令和６年３月３１日ま
での間,次に掲げる単位数を所定単位に加算しているか。ただし，次
に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては，次に掲げ
るその他の加算は算定しない。◆平１８厚告１２７別表５ル注 

 
（1）介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 
   主眼事項第７の2から17までにより算定した単位数の1000分の

47に相当する単位数 
（2）介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 

    主眼事項第７の2から17までにより算定した単位数の1000分の
34に相当する単位数 

 （3）介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 
      主眼事項第７の2から17までにより算定した単位数の1000分の

19に相当する単位数 
   
 
※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の27を介護予防通所

リハビリテーション事業に準用する。 
  ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリテ

ーション」と読み替える。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 介護職員等
特定処遇改善
加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金
の改善等を実施しているものとして京都府知事に届け出た指定介護
予防通所リハビリテーション事業所が，利用者に対し，指定介護予
防通所リハビリテーションを行った場合には，当該基準に掲げる区
分に従い，次に揚げるいずれかの加算を算定している場合において
は，次に揚げるその他の加算は算定しない。◆平１８厚告１２７別表５ヲ注 

（1）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 
 主眼事項第７の2から17までにより算定した単位数の1000分の2
0に相当する単位数 

（2）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 
   主眼事項第７の2から17までにより算定した単位数の1000分の1

7に相当する単位数 
 
※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の28を介護予防通所

リハビリテーション事業に準用する。 
  ただし，「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリテ

ーション」と読み替える。 

適 

・

否 

【 算定の有・無 】 

21 介護職員等
ベースアップ
等支援加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金
の改善等を実施しているものとして京都市長に届け出た指定介護予
防通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定介護予防
通所リハビリテーションを行った場合は主眼事項第6－2から18まで
により算定した単位数の1000分の10に相当する単位数を所定単位数
に加算しているか。◆平１８厚告１２７別表５ワ注 

 
※ 通所リハビリテーション事業の主眼事項第６の29を介護予防通所

リハビリテーション事業に準用する。 
  ただし、「通所リハビリテーション」は「介護予防通所リハビリテ

ーション」と読み替える。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

22 サービス種 
 類相互の算定 
 関係 

□  介護予防特定施設入居者生活介護，介護予防認知症対応型共同生
活介護費若しくは介護予防小規模多機能型居宅介護を受けている者
について，介護予防通所リハビリテーション費を算定していないか。 

  ただし，指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要があ
る場合に，当該事業者の費用負担により，その利用者に対して介護
予防通所リハビリテーションを利用させることは差し支えない。 

適 

・ 

否 

【 事例の有・無 】 

介護保険リハビリ利用 
による医療リハビリの 
併用制限に留意。 



自主点検表（R５ 京都府 ｖｅｒ1.1）                   【介護予防通所リハビリテーション】 
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主眼事項 基準等・通知 等 評価 備考 

  介護予防短期入所者生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受
けている者については，介護予防通所リハビリテーション費等は算
定できない。◆平１８厚告１２７別表５イ注７，◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の１（２） 

23 その他 
 上記以外の基本的な取扱いは，通所リハビリテーションの取扱い方
針に従うこととしているか。◆平１８老計発第０３１７００１号他第２の６（１２） 
 

適 

・ 

否 

 

 


